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�.1　テレワーク就労と職業४උੑ

1. テレワーク就労に求められる
職業準備性

障害者の就労支援に携わっている方ならप知のよう
に、職業準備性とは障害の有無に関わらず働く上で必
要とされる、働くことについての理解・生活習慣・作
業遂行能力や対人関係のスキルなどの基礎的な能力の
ことです。 就労し、働き続けるためには①「健康管
理」、②「日常生活管理」、③「対人技能」、④「基
本労働習慣」、ᶇ「職業適性」という5つの資質が必
要とされています。一般的には「職業準備性ϐラミッ
ド」などで図示されます。
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事業所利用者の職業準備性トレーニングや౸ୡ具
合の確認については、ʰ就労支援のための訓練生用
チΣックリスト（独立行政法人 高齢・障害・求職者
雇用支援機構）ʱをはじめ、各事業所で޻෉された
ツールを利用されていると考えます。

このষではテレワーク就労に必要な職業準備性にয
点を当てたいと思います。①「健康管理」、②「日常
生活管理」に関しては「働き方」の೗何を問わず就労
に必要最低の要݅になります。その上で、テレワーク
で就労する際に特に重要な職業準備性は、③「対人技
能」、④「基本労働習慣」、ᶇ「職業適性」になりま
す。

まず④「基本労働習慣」ですが、「基本的なビジネ
スマナーが身についていること」、「就業する上での
ルールを自発的にकることができる」、「報連相など
のコミュニケーションが身についている」ということ
が一般的によく言われますが、テレワークで就労する
ためにはさらに、上࢘のフォローはありますが、自分
の業務のஈ取りは基本的に自分自身で考える必要があ
ることから「計画性がある」ことも求められます。ま
た企業側が勤務に必要なコミュニケーションやわかり

қい業務指示などを配慮してくれますが、テレワーク
を行うにあたっては、「自発的に動くことができるこ
と」も重要です。上࢘や同྅の指示待ち、コミュニ
ケーション待ちでは十分な関係性を構築できません。
自発的な行動をىこせるかどうかが、テレワーク勤務
を成ޭさせるカΪともいえます。

２. 自己管理と孤独感との
෇き合い方

テレワークでは自己管理が求められます。テレワー
クにおける自己管理とは、自分が立てた計画通りに業
務を進めていけるかどうかということです。業務中に
自己管理を確実に行うためには、自分自身の気分に೚
せて業務を行うのではなく、上࢘の指示を確実に処理
する、同྅からのґ頼を期日通りにऴわらせる、ま
た、取Ҿ先（社内֎）に対しても、きちんと信用を積
み重ねていく、という気持ちを持つことが大切です。
さらにもう一点෇け加えるなら、テレワーク勤務は好
きな時間に、好きなように働いていいということでは
ありません。就業開始時間とऴ業時間は決まってお
り、その時間内にアサインされた業務をこなす必要が
あります。

テレワークは孤独だといわれることが多く、精神障
害者には向かないなどと言われることもあります。し
かしテレワークが孤独感を感じやすいということは障
害の有無を問いません。健常者でも同じように孤独感
を強く感じ、不安に՗まれて離職するという事例もあ
ります。

業務中に感じる孤独感が、チームや同྅からのૄ֎
感や業務内容や進め方がわからないなどのコミュニ
ケーションの不足からくる不安の場合は、企業が޻෉
して改善していく੹೚があります。コロナ禍で進展し
たテレワーク・リモートワーク勤務の実効性を高める
ために各企業ではバーチャルオフィスや意図的なコ
ミュニケーションの場の創出など、テレワーク中のコ
ミュニケーションに関わる課題に対して多様な対策を
立てて޻෉をしてきています。この孤独感を感じるこ
とは、テレワークのӨڹからのみ生まれるものではあ
りません。ࢲ生活と関連したॾ々の孤独や不安がテレ
ワークによる就労によって、さらに増෯されたように
感じることもあります。

通勤のようにपғの様ࢠや他者の様ࢠが視֮的・体
感的に感じづらいテレワークでは、「自分だけ」では
ないかという孤独感は一定生じやすいという前提を理
解し、「孤独感」と上手に෇き合う一定の଱性が必要
になります。この孤独感の解ফには、前ड़した「自発
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的に動く」ことによりܰݮし、安定したテレワークを
実現させることができます。

３. 適切な作業環境調整
これは「職業準備性」の範ғに含まれることか、あ

るいは就労支援事業者が介在する課題かどうかは意見
が分かれるとこΖですが、テレワークで在宅勤務を実
施するためには、この環境整備が必ਢです。テレワー
クに必要な ICT 機器などに関しては原則企業側で準
備しますが、ネットワーク通信環境の確認、自宅の中
でプライベートが確保される作業場所を確保できる
か、勤務に集中できる環境を整備できるか、デスク環
境が十分か、会社の定めるセキュリティ要݅を整備で
きるか、また同居Ո଒などの理解を得られているかな
どが֘当します。いくらテレワークで就労可能な訓練
をしてその能力を習得しても、テレワーク環境が整備
できない場合、企業は採用が難しくなります。

次にᶇ「職業適性」について整理します。ここでは
「職種適性」と「職務遂行能力」についてϐックアッ
プします。「職種適性」とはੈの中にどういった職種
があるのかを理解して、自分の個性や能力に合った職
種を見つけることです。「職務遂行能力」とは༩えら
れた業務を最後までやり遂げる時に必要とされる能力
のことです。

・職種へのదੑ
就労支援事業者は一般ຽ間企業への就労を目指して

いますが、ຽ間企業といっても産業や業種・業界、職
域・職種はઍࠩສ別です。どこで働くべきなのかは就
労したい本人のݦ在的またはજ在的な適性で見極めて
行くものです。本人の適性にそった就労支援が求めら
れる所以です。

企業でも面接や実習、適性検査などを通して「適
性」を評価することを重視しています。テレワークで
の就労という場合、求人の多くが、企業でのオフィス
ワークを想定しているケースが多いと推察します。具
体的に例を挙げるなら、総務、人事や経理などの管理
部門業務、マーケティングや঎඼開発といった企画業
務。営業や接٬といったコミュニケーション重視の業
務が考えられます。また可能性としては上هの業務の
サポート業務（定型的、؆қなルーチン業務など）で
のテレワーク勤務も可能でしょう。就労支援者はこの
ような業務で就労したいという意向と適性があるかど
うかを見極めつつ支援業務を進める必要があります。

・職務਱ߦ能ྗ
テレワーク求人に対してその職務を遂行するに足る

必要な知識・技能、経ݧを有しているかは大きくӨڹ
します。多くの当事者の方は求人内容に類ࣅする就労
経ݧのある場合、ະ経ݧ者が多いと就労支援事業者は
学でこの問題を解決しようと౒力してい࠲就労やࣅٙ

ます。しかし企業側から見ると「職業適性」のॆ足度
に不足、「職務遂行能力」の不足感を感じることがあ
ります。

このΪャップをຒめる上でਂࠁな現象としては支援
者自らが、ຽ間企業での就労経ݧがなかったり、経ݧ
とݺべるほどの知見を所持していない場合があること
です。

就労支援事業所の฼体がຽ間企業の場合には、਌会
社を活用して、୯独でこの問題を解決できる事業所も
あると思いますが、୯独での取り組みが難しい場合
は、複਺の事業者が連携 して、障害者受け入れ企業
に研修協力をґ頼するなど実効性の高い取り組みを検
討することが大切です。

6. 求められる ITスキルのレベル

・職務਱ߦ能ྗのڞ௨ཁ݅としͯ *T εΩルに
ͭいͯ
テレワーク求人に応ืする際、どのఔ度の PC スキ

ルが必要かということをよく聞かれます。求人業務に
よっては、特定のアプリケーション（データベースや
開発言ޠ、プレθンテーションツールなど）スキルや
使用経ݧが重視されることがありますが、多くの場
合、アプリケーションツール（例えばマイクロソフト
社のツールなど）に関して高度なスキルを要求される
ことはكです。

むしΖ現在のテレワーク・リモートワーク勤務で
「当たり前」に使えなければならないスキルは、
Web ブラウβ上で使用するツールを使って、オンラ
インでコラボレーションしながら仕事をする「働き
方」です。この働き方はテレワーク・リモートワー
ク勤務か出社型の勤務かを問わず、一般的な働き方
になってきています。例えば Microsoft Teams や
;oom を活用した働き方は、企業においては「常
識」になっており、事業所においても早々の導入実用
が求められています。

最後に③「対人技能」についても;れておきます。
精神障害者、とりわけ発ୡ障害者に多く見られるコ
ミュニケーションの困難さは、職業準備性の訓練の中
であるఔ度ࠀ服が可能なケースもありますが、多くの
場合には、ࠀ服できる範ғは限定的です。発想をస換
して、むしΖ雇用する側に「マネジメント手法」の一
つ又は合理的配慮の提供の޻෉として対応手法を提案
することが可能です。企業は求人要݅に見合う人材
で、職務でઓ力化可能な人材なら、会話以֎のコミュ
ニケーション方法を提供することをいとわないケース
も多く、合理的配慮として十分に対応いただけること
もあります。

୯に具体的な手法に対する知識や経ݧがないことで
様々な޻෉を実施していない場合には、ਖ਼しい知識や
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手法を提供してもらえるなら、様々な対応手法をチャ
レンジしてくれると考えます。テレワーク・リモート
ワークが常態化しつつある今なら、以前ほど様々な
ツールや޻෉を用いてコミュニケーションを図る障น
は高くないはずです。

以上、テレワーク勤務と職業準備性についてड़べま

したが、テレワーク勤務での就労支援は、通勤前提で
作業系ベースの就労支援方法では、対応できない要݅
を含んでいることを理解いただき、各事業所での支援
内容の更新を検討していただきたいと考えます。

（信உ ߑ）

�.2　業務؅ཧに͔͔Θる܇࿅
業務管理とは、社員が業務を適切かつ効率的に進

め、自社の様々な経営資源を適切に管理することで
す。業務管理は、障害者の就業形態がどのような場合
においても、企業が自社の業務をスムーズに進める上
で重要な役割を果たしており、業務管理を通じ、自社
の利益を最大限に௥求します。

業務管理の対象はいくつかありますが、特に「テレ
ワークで働く」を目指す訓練においては「①勤ଵ」
「②体調」「③タスク」の管理が特に重要です。

1. 勤ଵ管理の重要性
企業には社員が何時に出勤し、何時間働いたかにつ

いてਖ਼確に把握し、管理する必要性があります。しか
しながら、企業によっては勤ଵ管理がおΖそかになっ
ているケースもあり、これまでの「通勤」が前提とな
る働き方であれば、出勤する姿を見ていることで、出
ୀ勤のଧࠁの確認をそこまで重要視していない企業も
あります。しかしながらテレワークにおいては、「出
勤・ୀ勤」の状態を、企業側から把握することは難し
いため、社員の自己申告が最ॳに必要となります。本
人の自己申告がなければ、勤ଵの管理ができていない
こととなり、企業の੹೚が問われます。

2. 訓練における勤ଵ管理
「勤ଵ管理」についてはテレワーク訓練の一൪最ॳ

に教えることであり、それぐらいテレワーク就業にお
いて重要なことと位置෇けています。本人の申告がな
ければ、勤務実੷がないという状態になるからです。

ଵ؅ཧのҙຯをレクνϟーۈ①
訓練における「通所」は企業における「出勤」であ

り、「ୀ所」は「ୀ勤」であること。その上で、出
勤・ୀ勤を申告できなければ、欠勤となり、最ѱの場
合に給༩が支෷われないということを఻えています。

②テレワーク܇࿅࣌にܾΊΒΕͨ方法Ͱਃࠂ
（ଧࠁ）

テレワーク訓練においても、開始時間・ऴྃ時間が
あるため、その時間には必ず申告（ଧࠁ）できている
状態を利用者に求めていきます。支援員は訓練開始の
ஈ֊で利用者から申告（ଧࠁ）があるかを確認し、申
告（ଧࠁ）がない場合は、ご本人への確認のための連
絡をし、申告࿙れの場合は࠶度指導します。

ᶅルールのઃఆ
開始・ऴྃ時間のʓ分前・ʓ分後までに申告（ଧ

などのルールを設け、పఈしてもらいます。企業（ࠁ
において、あまりにも出勤が早い場合や、ୀ勤が஗い
場合は࢒業の位置づけとなり、就業実態に合わせた管
理ができなくなってしまいます。また、「஗ࠁする場
合には、必ず事前に連絡をする」といったルールもప
ఈしてもらうことで、よりテレワーク就業を意識した
訓練を行い、就職後も困らないテレワーク下のビジネ
スマナーを身に着けてもらいます。

3. 体調管理の重要性
企業において、障害者が安定的に業務に従事できる

よう本人の体調を把握することをקめています。テレ
ワークになると通勤とҧい、إ৭など視֮情報の取得
が難しくなるため、いかに本人から自己申告させ、体
調状態の把握をするかが重要となります。

4. 訓練における体調管理
テレワーク訓練においては、通所のタイミングと同

時に、本人からその日の体調を申告していただきま
す。その時取得する情報としては、「①体調のྑしѱ
し」「②体Թ」「③睡眠時間」「④৯事ઁ取状態」「ᶇ
服薬状況」「ᶈその他相談」などがあります。ຖ日、
上هのデータをه録していくことで、1日～月、年と
通所者の体調管理データができ、そのデータを基に本
人への体調の自己管理の指導が可能となります。पғ
のサポートが得られにくいテレワークの環境におい
て、自己管理が非常に重要となるため、データを用い
て、体調ѱ化を防ぐためにどのような対応が必要かを
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身に着けていただくことがとても重要となります。通
勤とҧい、テレワークとなれば上هのようにデータも
活用し体調の把握を行うことが重要となります。結果
として、ຖ日の体調データが஝積していけば、当事者
独自の体調データが出དྷ上がり、܏向と対策を講じる
ことができるようになる点も、体調管理（自己管理）
において大きなメリットになり得ると考えています。

5. タスク管理の重要性
業務の生産性を出す上でもタスク管理を行い、進捗

把握・管理を行うことが企業においては求められま
す。通勤が前提となると、コミュニケーションの中で
業務進捗の把握などが可能となりますが、テレワーク
となるとコミュニケーションのස度は少なくなり、プ
ロセスの把握が難しくなります。そのために、タスク
管理とその進捗報告を就業者から報告し、管理者は常
に把握できる体制を構築していく必要があります。

6. 訓練におけるタスク管理
テレワーク訓練においては、1日のタイムスケ

ジュールを作成して、そのスケジュールにԊったカリ
キュラムを実行してもらうことを利用者に求めていき
ます。カリキュラムを進めていく中で、本人の特性が
見えてくるため、特性に合わせたサポート方法を໛ࡧ
していく必要があります。例えば、タスク管理やマル
チタスクがۤ手な利用者には、シングルタスクからス
タートしていただき、様ࢠをみながらঃ々にタスクを
増やしていきます。1日のタイムスケジュールを作成
し、そのスケジュール内に訓練内容のه載だけでな
く、必要な行動（進捗状況を報告するタイミングな
ど）もه載していただきます。併せて、そういった行
動も実施できたかをチΣックするཝも設け、利用者が
実行できれば、自分でチΣックするという動作を܁り
ฦし行うことで、報告࿙れなどを無くしていけるよう
なります。また、支援側では個別支援計画とは別に
ロードマップを作成し、各利用者のタスク管理上の課
題に応じて、どのような訓練を、どのくらいの期間実
施していくのかを支援員と利用者間で決めていきま
す。テレワークの就業となると、企業の評価はプロセ
スではなく成果にフォーカスが当たるため、就労者は
より一૚、成果を出すために自身でのタスク管理を身
に着けていかなければならないため、よりࡉかな訓練
が必要となります。

7. 「見える化」させる޻෉
前ड़した業務管理においては、積極的にシステムを

活用することを推奨しています。システムが整ってい
なければ、訓練以֎のタスク（コミュニケーション、
メール、データ化）などに時間がとられてしまうた
め、本དྷ行うべき訓練に力を注げないことが懸念で
す。テレワークに強いシステムを活用することで、勤
ଵ・体調・タスクを一ݩ的に管理することが可能とな
り、常にそれͧれの状態を支援員が把握できる状態と
なれば、支援によりύワーを注ぐことが可能となりま
す。テレワークにおいては、いかに「見える化」させ
るかがポイントとなるため、積極的なシステムの活用
を推奨します。

（ถా ঘହ）
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�.3　 ίϛュニέーγϣンに関する܇࿅・
όーνϟルΦϑΟεを用いͨ܇࿅

ここでは、0,I ワークウΣルで在宅勤務の障害者
雇用を実践してきた経ݧから、時代の変遷をৼりฦり
ながら在宅雇用のコミュニケーションがどのように変
化してきたのか、今求められるコミュニケーション訓
練やバーチャルオフィスを用いた訓練について紹介し
ます。

1. コミュニケーション環境の変遷

（1）在宅雇用の開࢝౰ॳ（199�೥ʙ）
˔在宅勤務者の人਺

東ژ都在住の3໊の在宅勤務者でスタートしまし
た。
˔社会の状況

インターネットが普及し始めた頃で、ి話回ઢも多
く使われていました。「テレワーク」という言༿は一
般的にまだ使われていませんでした。
˔自社のコミュニケーション環境

ύソコンに専用の基൘を૷着する Web 会議システ
ム（回ઢは IS%/）を導入し、定期ミーティングをお
こないました。定期ミーティングの合間にも、本社と
在宅勤務者の間で連絡を取る必要があり、メールやి
話を多用していました。（図1参র）

図1　8FCձٞγεςϜ࣌༺׆の
　　��1೔のίϛϡχέーγϣϯのྲྀΕ

当ॳは皆、離れた者同士でのコミュニケーションに
慣れていなかったので、ࠐみ入った内容になると、ど
うしても思いҧいが発生するなど、ਖ਼確に理解し合う

のにۤ労しました。「メールで఻えたつもりなのに相
手は何か勘ҧいしてるな、受け取り方のニュアンスが
こっちの思ってることと少しҧうな」とか、「この前
話したのに相手は全વ಄に入ってないなあ、何回同じ
ことを言えばいいのかなあ」とか、テレワークの場合
のコミュニケーションの難しさを強く感じていまし
た。

在宅勤務者は東ژ都在住なので、重要な意思ૄ通の
場合は管理者が自宅に๚問していました。なお在宅勤
務者は、日常的な介助が必要な重度の障害者のため、
出社することはほとんどありませんでした。

定期的な出社は困難でしたが、リアルなコミュニ
ケーションが大切なことも感じていましたので、年
1～2回ఔ度は介助者同伴で、カラオケボックスに集
まって਌ກ会をしました。普ஈは会えない在宅勤務者
同士が同྅として心を通わせることに役に立っていた
と思います。

（2）在宅雇用の֦େ（2��4೥ʙ）
˔在宅勤務者の人਺

東ژ都以֎の地方在住の在宅勤務者も入社し、人਺
も2ܻ以上に増えてきました。
˔社会の状況

インターネットは "%S- が登場するなどブロード
バンドの時代になってきました。

Web 会議システムとしては、無料の「スカイプ」
が使われるようになりました。（自社ではネット環境
やシステムの安定性の理由で使用しませんでした）
˔自社のコミュニケーション環境

在宅勤務者਺が増え、地方在住者もいるため、管理
者が自宅を๚問することはほ΅なくなりました。ただ
しリアルに会うことの必要性も感じていましたので、
年1～2回は介助者同伴で、全国からリアルに集合す
る਌ກ会をおこないました。大きな会場を使うように
なったり、॓ധも必要になってきましたので、在宅勤
務者も介助者も会社側もप౸な準備をして実施しまし
た。この਌ກ会自体をみんなָしみにしていました
が、日常のリモートでのコミュニケーションを活性化
するためにも有効だったと思います。（リアルに集ま
る਌ກ会は前ड़のように1998年当ॳから継続してい
ましたが）

在宅勤務者、管理者ともメールやి話でのコミュニ
ケーションにも慣れてきて、多用していました。在宅
勤務者からもසൟにి話するので、通話料は実費精ࢉ
していました。

メールでもి話でも、「఻える側は、相手がちΌん
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と理解できるような分かりやすい఻え方を考える」
「受ける側は、分からないことはそのままにせず、理
解するまで質問を܁りฦす」ことがだんだんਁಁして
きました。重要なプロジΣクトも増えてきて、意思ૄ
通においてこれまで以上に、勘ҧいや間ҧいをආける
必要度が高くなってきました。メールだけจࣈだけで
はਖ਼確に఻わりにくかったので、管理者がプロジΣク
トメンバー全員に同じ内容でి話することも௝しくあ
りませんでした。

メールやチャットに不都合があったのは、จࣈだと
「きついද現になりがちで予期せず険ѱなงғ気にな
りやすい」「ニュアンスが఻わりにくくਖ਼確な意思ૄ
通がしにくい」こともありますが、在宅勤務者は手が
不自由であることも大きな理由の一つでした。キーを
ଧったりマウスを動かすスϐードがどうしても஗くな
り、不明点など質問がある場合にその入力ૢ作だけで
時間を費やしてしまいます（ࢲは手は不自由ではあり
ませんが、キーૢ作は଎くないのでチャットは時間が
かかります）。よって、重要プロジΣクトでࠐみ入っ
た話になればなるほどチャットでなく、ి話などのޱ
಄でのコミュニケーションがਖ਼確かつ効率的でした。

そのため、会社のి話代経費が相当なֹに上るよう
になり、何よりも管理者が在宅勤務者にి話をしてい
る時間がඈ༂的に増えていました。

（3） όーνϟルΦϑΟεπールのಋೖ
（2���೥ʙ）

˔在宅勤務者の人਺
地方在住の在宅勤務者が増えて、਺十໊規໛になっ

てきました。
˔社会の状況

ネットワークはどんどん高଎になり、Ի声や動画の
通信が当たり前におこなえるようになってきました。
˔自社のコミュニケーション環境

「管理者がプロジΣクトメンバー全員に同じ内容で
ి話しなくてはいけない」状況を解ফするために、以
下のことが必要になってきました。
ʲイʳ本社の管理者が、プロジΣクトメンバー全員と
同時に話ができて、׌つి話代がਹまないよう、イン
ターネット上の「常時接続型で、多地点でԻ声会話が
できるツール」を導入する
ʲロʳ管理者の代わりに、ベテランの在宅勤務者がプ
ロジΣクトの取りまとめの一部が担えるようにする
ʲイʳに関して、Web 会議システムのスカイプが、
当時最も近いツールでしたが、ʡすぐに会話が始めら
れる常時接続ʡというコンセプトとはҧったので、国
の助成金を得て自社開発することにしました。ཉし
かった機能を੝りࠐんで׬成したのが「常時接続型の
多地点会話ツール」です。ө૾や画面共有は優先度が
低いと൑அし੝りࠐみませんでしたが、離れた場所に
居る大勢のメンバーが、同じオフィスに居るように、
いつでも誰とでも自由にコミュニケーションできる

「バーチャルオフィスツール」として2009年に発ද
しました。

このバーチャルオフィスツールの開発によって、
「管理者がプロジΣクトメンバー全員に同じ内容でి
話する必要がなくなった」ことはもちΖん、「在宅勤
務者が、在宅勤務者をマネジメントしたり新人教育
（0JT）をする」なども容қにできるようになりま
した。障害者のスキルアップ、キャリアアップ、職域
拡大につながりました。

図2のように、全国どこにいてもオフィスに一ॹに
いるようなコミュニケーションが可能になり、管理者
も在宅勤務者も、テレワークのデメリットをほ΅感じ
なくなりました。

図�　όーνϟϧΦϑΟεπーϧ࣌༺׆の1೔の
ίϛϡχέーγϣϯのྲྀΕ

2. 現在のコミュニケーションの
環境（2020年～）

会社を定年ୀ職し、現在は、企業ࢠは前職の特例ࢲ
の在宅雇用導入支援、在宅就労ر望者向けのリモート
研修などをおこなっています。

ちょうどコロナ禍が始まりテレワークが広くおこな
われるようになってから、バーチャルオフィスツール
として多くの੡඼が提供されるようになりました。全
国の在宅就労ر望者を対象におこなうฐ社のリモー
ト研修では、機能やコストの面から o7ice 社のバー
チャルオフィスツール「o7ice」を使用しています。

コロナ禍によってテレワークやリモート研修が社会
にਁಁしつつありますが、「孤独感がある」「ࡶ談が
しにくい」「管理が難しい」などのコミュニケーショ
ンの課題をよくࣖにします。

リアルな環境と100� 同じにすることはもちΖん
不可能ですが、前ड़のようなࢲの経ݧから、バーチャ
ルオフィスツールを上手に活用することによって、限
りなくオフィスと同様のコミュニケーション環境を作
ることは可能であると考えます。

リモート研修におけるコミュニケーションの訓練に
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ついて、ࢴ面で具体的に説明するのが難しいので、事
例動画を作成しました。参考に
なれば޾いです。
˰ https://www.youtube.
c o m / w a t c h  v � / 3 t # E
;R-%gg

通勤の困難な方たちの障害種別は様々で、一人ͻと
りベストのコミュニケーション方法は異なると思いま
すが、バーチャルオフィスツールを上手に活用して、
素晴らしいテレワーク、素晴らしいリモート研修がた
くさんおこなわれることを期待します。

（௡ా و）

࿅生のアセεϝントと支援の方向ੑを܇ 　4.�
考͑る

訓練生に対する支援の方向性については、その訓練
生の現状とر望や目的によって設定されますが、テレ
ワークによる就労を目指す支援においては、2つの訓
練生の現状から大まかな支援の方向性を4つに整理す
ることができます。こうした整理は、目の前にいる訓
練生がどの支援の方向性を重要視することが大切なの
か、支援計画を立てる際の視点として活用することが
可能です。

1つ目の軸は訓練生の ICT レディネスの状態です。
2つ目の軸は、Τンプロイアビリティの視点です。

Τンプロイアビリティは「雇用される力」ともද現
されますが、障害の有無に関係なく社会人として働
き続ける上で重要になる基礎力として厚生労働省

（2001）によって紹介されています。具体的には、
「職業意識・勤労観、੹೚感、向上心・୳求心」と
いった就職基礎能力という౔୆の上に、3つのྖ域と
して「チームで働く力」、「前に踏み出す力」、「考
えൈく力」が位置づけされています。「チームで働く
力」は発信力、܏聴力、柔軟性、状況把握力、規律
性、ストレスコントロール力で構成され、「前に踏み
出す力」は主体性、働きかけ力、実行力によって構成
されている。「考えൈく力」は課題発見力、計画力、
想૾力で構成されています。

このΤンプロイアビリティは、社会の中で働く上で
必要になる基礎力でもあり働き続けるための継続力と
しても整理されます。

このΤンプロイアビリティの高い場合と低い場合で
は、注力すべき育成の視点やポイントが異なってきま
す。

この2つの軸の組み合わせで、タイプ1（マッチン
グ先開拓重視支援）、タイプ2（代ସスキル֫得重視

支援）、タイプ3（ICT スキル൚用重視支援）、タイ
プ4（適性൑அ重視支援）の4つの支援のタイプに分
類されます。
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〇タイϓᶗ（マッνンάઌ開୓ॏࢹ支援）
タイプᶗに֘当する方は，ICT レディネスも高く，

Τンプロイアビリティも高い状態にあり，その支援の
方向性は，本人の持っている力と職務内容のマッチン
グやطに֫得しているスキルの向上や使用ツールに拡
ॆのための訓練，ジョブマッチングの体ݧのための実
習など重要視されるようになります。

〇タイϓᶘ（୅ସεΩル֫ಘॏࢹ支援）
タイプᶘの方は，ICT レディネスは高い状態にある

ものの，Τンプロイアビリティに関連するソフトスキ
ル面の課題が確認される状況です。その支援の方向性
としては，タイプᶗと同様に職務内容の選定やツール
使用スキルの拡ॆに加え，ۤ手とするコミュニケー
ションスキルやストレスマネジメントスキルなどのྖ
域の訓練や，ۤ手とするスキルの代ସ的方法の選定や
֫得といった環境調整と޻෉を֫得することがそのね
らいとなります。

〇タイϓᶙ（*$T εΩル൚用ॏࢹ支援）
タイプᶙの方は，Τンプロイアビリティྖ域は高い

が，ICT レディネスが低い方になりますので、ICT 機
器の使用経ݧの不足や ICT 使用の基礎的体ݧによる
スキル֫得が重視されるようになります。様々な作業
の体ݧやスキルの֫得によって、従事できる職務内容
の拡大を目指します。タイプᶙの方は、その訓練期間
はタイプᶘと同様に中長期的視点をもって取り組むこ
とが必要になります。

〇タイϓᶚ（దੑ൑அॏࢹ支援）
タイプᶚの方は、訓練生はテレワークによる就労を

目指して在宅訓練をر望されているけれども、Τンプ
ロイアビリティ、ＩＣＴレディネスいずれも現状は低
い状態にある方になります。このタイプは、タイプᶙ
と同様に ICT ツールの使用経ݧの積み上げや、基礎
的なスキルの֫得、ۤ手とするコミュニケーション等
のスキルの代ସ方法の֫得などを໛ࡧすることになり
ます。このタイプの支援においては、スモールステッ
プで進めていくことになりますが、この過ఔにおける
スキル֫得のスϐードや状況、本人の訓練における体
感などを確認しながら、当ॳ本人がر望するテレワー
クによる就労への適応性があると評価できるか、と
いったその方向性を確認することも支援の視点に含ま
れてきます。このタイプの訓練期間は、長期間の訓練
となることを前提として、そのプログラムやステップ
を整理し、適ٓアセスメントの結果を本人へもフィー
ドバックしながらその方向性を調整することが重要に
なります。

タイプᶚがタイプᶘ又はタイプᶙへ変化していくこ
ともあり、時にはタイプᶗへと変化していくこともあ
りますので、訓練の過ఔをࡉかに評価していくことが
大切になります。

【文献】
○厚生労働省（2001）「Τンプロイアビリティの൑

அ基準等に関する調査研究報告書について」
https://www.mhlw.go.jp/houdou/0107/
h0712-2.html

（明Ե߳ ޱࢁ）



��� 第�章　テレワーク就労にお͍ͯҭͯるྗ

�.�　 ΤンϓϩイアϏϦテΟ͔Βみる
ʮҭ成するྗʯのࢹ఺

Τンプロイアビリティは、「雇用される能力」と༁
されることが多い、企業に雇用される上で、労働者に
求められる力のことです。これは、2001年に産業構
଄の変化、技術ֵ新の進展や労働者の就業意識・就業
形態の多様化に伴う、労働移動の増加から、労働者に
求められる職業能力を、企業を௒えて通用する能力
が求められるようになったഎܠから（厚生労働省、
2001）、労働ࢢ場価஋を含んだ修業能力として、労
働ࢢ場における能力評価、能力開発目標の基準となる
実践的な就業能力として、その概念整理とその評価基
準が示されました。

Τンプロイアビリティの評価対象は、୯なるスキル
だけでなく、෯広く、思考特性や行動特性を含む項目
で構成されています。このΤンプロイアビリティは、
労働者個人のキャリア形成の基൫となる。Τンプロイ
アビリティは、「職業人意識」とݺばれる、「P1੹
೚感、P2向上心・୳求心、P3職業意識・勤労観」と
いう就職基礎能力を基൫として、「前に踏み出す力
（"ction）（3項目）」、「考えൈく力（Thinking）
（3項目）」、「チームで働く力（Teamwork）（6
項目）」の3ྖ域12項目から構成される「社会人基礎
力」で形成されています。

具体的には、「前に踏み出す力（"ction）」は、
主体性、働きかけ力、実行力の3項目によって構
成され、一歩前に踏み出し、ࣦഊしても೪り強く
取り組む力を示されています。また「考えൈく力
（Thinking）」は、課題発見力、計画力、想૾力の
3項目から構成され、ٙ問をもち考えൈく力のことで
す。「チームで働く力（Team ͆ ork）」は、発信
力、܏聴力、柔軟性、状況把握力、規律性、ストレス
コントロール力の6項目によって構成されています。

このΤンプロイアビリティは、「人生100年時代」
や「第4次産業ֵ໋」の時代における、「職場や地域
社会で多様な人々と仕事をしていくために必要な基礎
的な力」として、経ࡁ産業省（2006）が提এしてい
ます。

こうした動向から厚生労働省では、Τンプロイアビ
リティチΣックシート（総合版）とΤンプロイアビリ
ティチΣックシート（؆қ版）を作成し、労働者の
キャリア形成を促すための素材として公開されていま
す。

この「社会人基礎力」は、企業・ए者・学ߍ等をつ
なぐ「共通言ޠ」として位置づけ、関係者が連携して
社会人基礎力を育成することの重要性が提言されてい
ます（経ࡁ産業省 
2018）。しかし、「第4次産業ֵ
໋」による産業構଄や就業構଄の変化をܴえた社会で

は、学び直すことの重要性も高まっていることから、
「社会人基礎力」は今や全ての年代が意識すべきもの
としてଊえられています（経ࡁ産業省、2018）。こ
のように企業で働くことを目指す支援においては、こ
のΤンプロイアビリティの視点からも当事者の力を高
め、ۤ手とするྖ域にはどのような合理的配慮や環境
調整が必要なのかを支援者と共に整理し、自己理解を
ਂめていくことが重要になります。

【文献】
○厚生労働省（2001）「Τンプロイアビリティの൑

அ基準等に関する調査研究報告書について」
https://www.mhlw.go.jp/houdou/0107/
h0712-2.html

○経ࡁ産業省（2006）「社会人基礎力に関する研究
会ʕ「中間取りまとめ」.
ht tps : / /www.met i . go . jp/commi t tee/
kenkyukai/sansei/jinzairyoku/jinzaizou@wg/
pdf/001@s01@00.pdf.

○経ࡁ産業省（2018） զが国産業における人材力強
化に向けた研究会」（人材力研究会）報告書 .
https://www.meti.go.jp/report/whitepaper/
data/pdf/20180319001@1.pdf

○アビリティチΣックシート（総合版）
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-
11800000-Shokugyounouryokukaihatsukyo
ku/0000199569.pdf

○ΤンプロイアビリティチΣックシート（؆қ版）
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https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-
11800000-Shokugyounouryokukaihatsukyo

ku/0000199567.pdf）
（明Ե߳ ޱࢁ）

࿅܇発৴εΩルに関するݾࣗ　�.�
テレワークで働く場合、通勤して同じ場所に集まっ

て働くよりも自己発信力が求められます。上࢘や同྅
などと同じ場所で仕事をしていれば、体調が変化した
ときや仕事で困ったときなどは、पғの人が気づいて
声をかけてもらえることがあります。しかし、テレ
ワークの場合は、常時カメラを接続して、仕事をして
いる様ࢠを誰かが見ているわけではありませんので、
自分の状況を言༿で相手に఻わるように発信する必要
があります。これができない人は、テレワークで働く
ことが難しいと൑அしてもよいでしょう。

自己発信スキルとは具体的にどのような力なのか、
また、そのスキルを身に着けるために、どのような訓
練や支援が必要かを解説します。

1. 自己発信スキルとは
相手と認識がずれないように、適切なද現で、適切

な方法を選୒して、適切なタイミングで自ら発信でき
ることです。

自分から質問できずにいると、仕事が進みません
し、勝手に自己൑அして間ҧった方向で仕事を進めて
しまうことにもつながります。また、困ったときに相
談できないと、不安を抱えてしまい精神的につらく
なってしまうことにもなりかねません。

いくつか例を上げて説明します。
（ѱい例）

①体調がѱいです。
②なんかύソコンの調ࢠがおかしいです。
このような発信では、聞いた側は何をどうしてほし

いのか、本人がどうしたいのかがわかりませんし、や
り取りする時間がかかるため、仕事が非効率になって
しまいます。
（ྑい例）

①୆෩が近づき気ѹが変化しているӨڹで、気分が
௜んでいます。服薬して30分ほどܜٳがཉしい
です。

日までショートカットからアプリケーションをࡢ②
立ち上げていたのですが、今日になったら立ち上
がらなくなってしまいました。

このように具体的に状況を説明することで、相手は
すぐに明確な指示を出すことができますので、仕事が
効率的に進みます。

また、上هで示した例はいずれもٸۓ度が高い内容

ですが、この連絡をిࢠメールでした場合、適切な方
法を選んだことにはなりません。コミュニケーション
ツールは複਺ありますので、この場合は、チャットや
ి話など、すぐに相手に఻わる手ஈを選୒する必要が
あります。

2. 自己発信スキルを高めるために
支援員がこのスキルの必要性を理解する必要があり

ます。必要性がわかれば、日常の支援の中での働きか
けが変化するものと思います。

（1）ࣗ 発৴のඞཁੑをཧղするɻݾ
なͥ、テレワークで働くためには自己発信が必要な

のかをしっかり理解してもらいます。テレワークで雇
用している企業が求める人材૾を提示することも有効
です。

（2）ࣗ Γͮ͘ڥ発৴Ͱ͖る৔や؀ݾ
ேྱやऴྱ等で、自分の体調や出དྷ事など、フラン

クに話せる機会を増やしましょう。最ॳは具体的な言
༿でද現できなくても、支援員からྑ質な質問を܁り
ฦすことで、ঃ々に説明ができるようになります。ま
た、グループワークなどの場では、他の人の発言が参
考になったり、ܹࢗになったりするものです。ޱ಄で
の発信にۤ手意識がある場合は、チャット等でจࣈで
の発信を促してもよいでしょう。その場で発信するこ
とが難しいஈ֊は、学んだことに対する感想を、レ
ポートにまとめて提出させることも有効です。

（3） ࣗ ఆతなϑΟーυόッߠ発৴にରするݾ
ク

不安やۓு感から発信できない人もいます。内容は
別として、発信したことに対するߠ定的なフィード
バックを重ねることでঃ々に自信をつけていきましょ
う。

（4）質໰や૬ஊがඞཁな՝୊を出す
課題を出すときに、必ず質問が出るように、あえて

100％説明しないことも効果的です。
例えば、提出期限を఻えずに質問が出ることを待

つ、あるいは؆қ的なマニュアルを提示して、進め方
を相談されるのを待つなどすると、実際の職場に近い
発信を経ݧすることにつながります。
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よく「どうすればいいでしょうかʁ」と質問される
ことがありますが、その場合は「あなたはどう考える
かʁ」と質問して回౴させることで、自分の考えも合
わせて発信することの訓練になります。

支援の現場では、利用者が困らないように先回りし

て声をかけたり、手をࠩし৳べたりすることがあるの
ではないでしょうか。これまでの訓練や支援が、テレ
ワークで働くために有効かどうか見直すܖ機としてい
ただきたいです。

（૔持 利ܙ）

�.�　*$T レσΟネεの֬ೝとアセεϝント
7.4でもご紹介しましたが、訓練生が ICT レディネ

スが現状としてどのఔ度であるのかを確認すること
は、その支援の方向性や訓練プログラムを決定し、支
援計画を立案する上でも重要になります。

ICT レディネスをアセスメントする方法は৭々な޻
෉が考えられますが、ここでは訓練生からのヒアリン
グと、実践を組み合わせたアセスメントの方法とし

て、かがわリハビリテーションセンターが実施してい
るツールをご紹介します。

ICT レディネスアセスメントでは、①本人からのヒ
アリングによる情報収集、②実際のૢ作場面を確認す
る実践評価、③設定された課題に対して成果෺を作成
する成果෺評価の3つの視点から評価することを推奨
します。

1. ヒアリングによるアセスメント
訓練生からのヒアリングによる情報収集では、

チΣックシートを用いて事前に自身のスキルの状況に
ついて回౴してもらいます。

ヒアリングによって訓練生から得た回౴の結果は、
のちの実践評価によるアセスメントにおいても重要に
なります。ここのチΣック項目と実践評価の結果で
は、訓練生の自己評価の視点からଊえているスキル֫
得の認識と実際にできるスキルの間にΪャップがある
のかという点をかくにんすることが可能になります。
こうした認識と実際のΪャップがある場合には、こう
したΪャップを解ফするためのアプローチを޻෉する
必要もあります。
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2. 実践評価によるアセスメント
実践評価では、事前にヒアリングしたチΣックシー

トを基に、それͧれのૢ作を実践してもらいます。そ
の際には職員の評価の指標を設定し、その基準にそっ
てスキルを確認します。

3. 成果෺評価によるアセスメント
成果෺評価では、Word や Excel、PorwePoint、

Iastrator、PhotoShop、;oom、動画ฤ集ソフトなど
実際に課題とする素材や৚݅などを設定するワークサ
ンプルを作成しておき、その成果෺の作成過ఔや成果
෺の仕上がりを評価することで、訓練生のط得スキル
や課題などを適切にアセスメントすることが可能にな
ります。

成果෺評価の課題では、Excel 課題では、関਺を使
用して計ࢉするものや、දを整える課題などが考えら
れます。Word に関する課題では、ビジネスจ書作
成の課題などが用いられています。

各事業所で設定する訓練プログラムなどを考慮し
て、アセスメントύッケージを作成するなどの޻෉が
大切になります。

こうしたアセスメント結果を職員間で共有し、個別
支援計画を作成していくことで、より訓練生の個別最
適化した訓練を提供することが可能になります。

（和඙ ޱࢁ・明Ե߳ ޱࢁ）
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�.�　 *$T レσΟネεをߴΊるͨΊの܇࿅（1）
ෳ਺の "pp の૊߹ͤ

ฐ所では、利用者の ICT レディネスを高めるため
のデジタルツールに Google Workspace を利用し
ています。なͥ Google なのかʁその理由は3つあり
ます。

理由① 誰でも無料で使える
理由② スタッフが業務で使用している
理由③ コラボレーションしやすい
Google のプロダクト（੡඼）は、シンプルで使い

やすく普ஈから見慣れているものが多いのではないで
しょうかʁとくに人間同士のコミュニケーションとコ
ラボレーションを重視している点がこれらの੡඼の特
徴です。

バックオフィス業務の求人が多い障害者雇用では、
上に挙げた2つのスキルはとても重要です。例えば、
事務職の求人ථによく書かれている「必要な PC スキ
ル」には Word や Excel が挙げられます。Google
ではドキュメント、スプレッドシートがそれに֘当し
ますが、どちらも無料アカウントで使用することがで
きます。クラウド上で入力・ฤ集・ه録・そしてコメ
ント入力するなど、まず手を動かしながら取り組むこ
とが大切です。

ฐ所では訓練活動の様々な場面で、"pp（アプリ）
や SaaS（サース）といったデジタルツールが活༂し
ます。わたしたちは、できるだけ「知る」「触れる」
「活用する」の体ݧ機会を多く設けるように౒力して
います。

一つのツールの使い方を֮えると、次にその活用場
面と連携方法についてステップアップします。例えば
下の画૾では、利用者の方が職務経ྺ書を作成してい
るとこΖです。スタッフも書類にログインしておき、
他の業務の合間に、PC やタブレット端຤でご本人の
作成状況をモニターしています。作成者は何か質問し
たいことがあれば、書類の必要Օ所にコメントを௥加
し、スタッフから指示や助言を͗ڼます。メールの必
要はありません。

৬຿ྺܦॻのڞಉฤूʢίϝϯト෇ʣ
また次の図は、Google フォームに入力した内容

をスプレッドシートデータから -ooker Studio（#I
ツール）にಡみࠐんでレポートにしたものです。難し
いプログラミングを行うことなく目的のデータをಡみ
み、試していくうちにレポート作成ができるようにࠐ
なります。そして、その次は、「作成したレポートを
定時にメールで送信（Ѽ先・開始時ࠁ・リϐート）す
る」というように、ステップアップしながら学びを増
やしていきます。ハンズオンでのインタラクティブ学
習がポイントです。 

-PPLFS�4UVEJP Ͱ࡞成ͨ͠Ϩϙート
Slack のようなチャットツールは、ࡶ談専用チャン

ネルを開設し、னٳみの時間などに利用者やスタッフ
が自由に౤稿できる環境を設けておくだけで、自વと
皆さん使えるようになります。これも体ݧすることか
らૢ作を理解する、よき学びの機会です。
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νϟットπーϧͰのձ࿩の༷ࢠʢ4MBDLʣ

ICT のレディネスを高めるためには、専門のत業
や講義を受けるといった࠲学からスタートすること
も多いのですが、ฐ所では、日常生活の中で "pp や
SaaS といったデジタルツールに触れる機会を多く持
つように心掛けています。「こんなこともできるʂ」
を体ݧすることが、効率よくָしく学べる方法である
と考えています。

まずは、身の回りにあるデジタルツールを使って、
仕事や生活に役立つことを知ってもらうことが大切で
す。

（三ߒ ాࢁ）

�.9　  *$T レσΟネεをߴΊるͨΊの܇࿅（2）
ॏ౓障がい者にରする e εϙーπを活用しͨ就労支援

1. はじめに
e スポーツとは「Τレクトロニック・スポーツ」の

ུで、ిࢠ機器を用いて行うڝ、ָޘ技、スポーツ全
般を指す言༿と定義されています。近年国内において
e スポーツは、高齢者の認知面に対するトレーニング
や、障がいをお持ちの方の余暇や就労支援においても
活用される場面が増えてきています。ג式会社ハッ
ϐーブレイン（以下、ฐ社）は身体に重度の障がいを
お持ちの方に対してこの e スポーツを活用した就労
支援を行っており、その内容を以下にご紹介கしま
す。

2. eスポーツと就労支援の関連性
就労支援における e スポーツの効果として、ฐ社

の確認している効果とは、e スポーツを通じた「他者
との交ྲྀ促進」と「デバイスૢ作の֫得によるύソコ
ン等のスキル向上」の2つの効果を期待しています。

（1）e εϙーπを活用しͨަྲྀଅ進
৸たきりレベルの重度の障がいを持つ方は、ご自身

が就労できるという意識自体を持ち合わせていない場
合が多いです。e スポーツはオンラインにてご自宅か
らでも多くの方と交ྲྀできるツールであり、重度の障
がいを持ちながら全国で活༂されている方々と繋が
ることができます。ฐ社は月に1回オンラインの e ス
ポーツイベントを開࠵しており、そこにはੈ界ॳの৸
たきりおসいܳ人「あそどっぐ」様も参加されていま
す。あそどっぐ様（図1）は、੸਷性ےҤॖ症で、إ
と指先しか動かす事ができません。しかし、その動く

体の部位に様々な入力デバイスをۦ使して、おসいの
:ou Tube をฤ集したり、都内や中部地方など県֎
の企業において、カフΣのళ員やখ学ߍ教員の補助な
どの業務などで、定期的に働かれています。

図̍　͋ͦͲ͙༷ͬσόΠεૢ࡞

あそどっぐ様のように重度の障がいを持たれながら
も、e スポーツを通じて、全国で活༂されている方と
交ྲྀする事で、「自分のような障がいを持っていても
働くことができる」という気持ちの向上や自らの働く
ことのイメージの変換をすることができます。

（2）σόイεૢ࡞の֫ಘ
e スポーツで使用するコントローラー等のデバイス

は、そのままύソコンૢ作のコントローラーとして使
用することが可能です。ָしみながらプレーしている
内に、いつの間にかύソコンૢ作スキルの向上が実現
します。ฐ社では、理学療法と作業療法を専門とする
スタッフによってこの e スポーツで༡びならがύソ
コンૢ作がしやすいコントローラーの選定や環境設定
を行い、どのような重度の身体障がいのある方でも、
無理せずに参加できる環境を実現しています。実際に
e スポーツの体ݧからύソコンૢ作スキルを֫得し、
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企業の広報業務を担う人材として就職された事例など
があります。

3. eスポーツ等を活用した
障がい者の ICT技術取得支援
モデル事業の取り組み

令和4年度の۽本県の事業にて、東ژ都の Modis
式会社（以下、Modis）様（2023年4月、",,0%iSג
コンサルティングג式会社に社໊変更）と連携を取
り、障がいをお持ちの৸たきりレベルの方7໊に対し
て、ICT 技術の教育事業を実施しています。障がいを
お持ちの方が、ご自宅からオンラインにて専門的な
ICT 教育を受ける内容です。Modis 様独自の動画コ
ンテンツを視聴し、ٙ問点があれば Teams にてリア
ルタイムに回౴してくれます。

教育内容は、3ステップで構成されており、ύソコ
ンの基礎から Python を使ったプログラミング研修と
෯広く学Ϳことができます。ฐ社は受講生の方のデバ
イス機器選定等の環境調整（図2）とその他現場対応
を担当しています。現在、学んでいる受講生の方を一
般企業へ就職するྲྀれを Modis 様と検討しているஈ
֊です。重度障がいをお持ちの方でも、ご自宅から
ICT 技術を習得することができ、一般企業への就職を
支援する新たな取組として、今後も継続していきま
す。

図̎　σόΠεثػ౳のڥ؀ௐ੔

4. 制度の課題と今後の展望
現在生じている制度の課題は、自治体によって異な

る「就労時間」と「福祉サービス利用」の対応の課題
です。働けるスキルを身につけても、それを活かす環
境調整に困難がある状況です。障がいがあっても、誰
もがチャレンジできるよう環境を整えて、皆がワクワ
クできるੈ界になれる様取り組みを継続して参りま
す。

（Ԃా 大ี）　
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